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Ⅰ．チェックリストの開発経緯 

 

１．予防・健康づくりサービスにおける有効性評価の現状 

 近年、地域や職域での疾病予防や健康づくりの複合的なプログラム「予防・健康づくりサービ

ス」が盛んに開発・実装されています。ここでの「予防・健康づくりサービス」とは、法令に基

づく特定保健指導やストレスチェックのようなものから、企業や保険者が自主的に行う睡眠や

栄養指導などがあります。学術的理論をベースに開発されたもの、AI など最新のテクノロジー

によるもの、優れた専門職によるカウンセリングやコーチングなどの人的サービス、スマートフ

ォンや ICTを活用したものなどがあり、対象となる顧客層も組織（保険者や企業）や個人をター

ゲットにしたものまであります。健康行動の変容を支援する携帯端末向けのアプリケーション

（アプリ）の技術開発が進み、それらのプログラムに組み込まれて普及しているのが、その一例

です。しかし、一部のサービスの評価手法は統一されておらず、有効性が不明確なまま普及して

いる実態があります。 

 

２．効果のある予防・健康づくりサービスを正確にとらえる－「効果の異質性」の重要性 

 疾病予防や健康づくりのプログラムは、日々の行動変容をねらいとしています。人々の行動は、

社会状況等、多様な属性の影響を受けるため、介入効果も属性により大きく異なります。属性に

より異なる効果がみられることを、「効果の異質性」といいます。「効果の異質性」を正確にとら

えることで、特定の集団では効果が少ない、有害事象が起こりやすいといった状況を判断し、プ

ログラムを改善することができるようになります。 

 

◆ 予防・健康づくりサービスの効果や安全性に影響を及ぼす要因の例としては、性別、

年齢、健康状態、身体能力、社会経済状況（所得・職業）、生活様式（勤務形態・睡眠パ

ターン）、心理社会要因（パーソナリティ・社会関係）、住環境（小売店や医療機関等へ

のアクセス・歩きやすさ：walkability）、気候（積雪・降雨）などがあげられます。 

 

 

３．チェックリストとは 

 チェックリストとは、予防・健康づくりサービスの導入時に確認すべきことをまとめたもので、

サービスのターゲット層に効果があり、かつ有害事象が起こりにくくするために開発された現

場改善のための手法です。 

 地域や職域における予防・健康づくりサービスの導入は、幅広い属性を持つサービス利用者に

適用しなければならなかったり、サービス利用者が日々入力していく情報に基づきプログラム

が改定される（アプリのバージョン更新等）といった特徴を持っていたりすることから、必ずし
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も容易ではない状況があります。本チェックリストでは、保健事業のターゲット層に効果を発揮

できるサービスを見極めるためのポイントをリストとして示しています。 

 このリストを参考に、予防・健康づくりサービス導入時の手がかりを見つけましょう。 
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Ⅱ．解説 

 

事業計画・事業目的と導入するサービスの整合性を確認しましょう 

 

1 サービス導入が保健事業の目的に合致しているかどうかを確認しましょう 

 

1-1. サービスの目的と保健事業の目的が合致している 

1-2. サービスの有効性を示す具体的な数値目標を設定できる（利用者数、成功率、利用

期間など） 

1-3. そのサービスを利用する対象者の特性とサービス開発時の有効性検証に参加した

集団の特徴は完全に、もしくは部分的に一致している 

 

◆ サービス開発時に何を目的として有効性が検証されたのかを知っておくと、それに

見合った事業の目的を整理してサービスを導入することができます。 

 

◆ 効果的なサービスは、具体的な数値目標（利用者数、成功率、利用期間など）を設定

できる場合が多いものです。 

 

◆ サービス開発時の有効性検証に参加した集団の特徴を知っておくと、それに見合っ

たターゲット層に絞ってサービスを導入することができるようになります。 

 

 

2 サービスの提供が中止された際の対応方法を検討しましょう 

 

2-1. サービスの提供が中止された際の対応についての説明がある（サービスの提供が中

止された際には、対象者への通知や、責任の範囲を明らかにするなど、様々な課題

や問題が発生する） 

 

◆サービスが中止された考慮し代替案を検討しておくことも、リスクマネジメントのひ

とつです。 

 

  



6 

 

サービスの品質を確認しましょう 

 

3 サービスの対象者は保健事業のターゲットと一致しているかどうかを確認しましょう 

 

3-1. 特定の状態にある人や要件を満たす人を対象としたサービスである（例、腰痛のあ

る人、40歳以上、喫煙者、心筋梗塞の既往歴があるなど） 

3-2. 対象者の状態や要件を問わないサービスである 

 

◆ サービスには、全ての人を対象とするものから、一定の健康状態にある人を対象とす

るものがあります。例えば、腰痛予防プログラムは、全社員が対象になりますが、腰痛

を軽減するプログラムは、腰痛を経験している人のみが対象となります。 

 

◆ 導入するサービスがターゲットとする対象者を確認することは大切です。しかし、提

供されるサービスの中には、それらが曖昧で、明確にされていないものもあります。 

 

例：ワークエンゲイジメントを高めるプログラムの場合、ワークエンゲイジメントが低

い人を対象としているのか、全ての従業員を対象としているのかで、サービスの目的は、

評価方法も異なります。 

 

 

4 サービスの提供が保証される期間を確認しましょう 

 

4-1. サービスの提供が保証される期間が提示されている 

4-2. サービスのサポート体制や保証される期間が提示されている 

 

◆ サービスの提供の保証期間を予め設定しておくことは、費用対効果を検証すること

にもつながります。 

 

◆ サービスのサポート体制や保証される期間を提示しておくことが重要です。 

 

 

5 サービスを導入する目的（目指す成果）は明確かどうかを確認しましょう 
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5-1. 情報提供を目的とするサービスである 

5-2. 記録や管理を目的とするサービスである（例、食事や体重の記録や管理など） 

5-3. 健康状態の改善を目的とするサービスである（例、生活習慣の改善により心筋梗塞

の再発を予防するなど） 

5-4. 行動変容を促すサービスである（例、サービス利用者の行動変容、それの積み重ね

による組織の変容など） 

  

◆ サービスには、情報提供を目的とするもの、行動変容を促すもの、状態の改善を目的

とするもの、記録や管理を目的とするものなどがあります。例えば、フェムテック系の

サービスについては、記録や管理を目的とするものがほとんどです。 

 

 

6 期待される効果を確認しましょう 

 

6-1. サービス開発時の検証・実証データを確認することができる 

6-1-1. サービス開発時の検証・実証データを査読付き学術論文で確認することがで

きる 

6-1-2. サービス開発時の検証・実証データは、疫学の認定専門家のアドバイスにより

検証されたものであることを確認することができる 

6-2. サービスと類似したサービスによる効果を確認することができる 

6-3. サービスの効果は文献などにより確認することができる 

6-4. サービスはモデルや理論に基づいて開発されている 

6-5. サービスは経験・ノウハウに基づいて開発されている 

 

◆ サービスの効果が検証されているなら、その検証・実証データがあるはずです。開発

者にその提示を求めるようにしましょう。また、その検証には、疫学や統計学の研究手

法が用いられます。そのために開発者自身がその専門性（学位や資格など）を有してい

るのか、専門家が関与しているのかを確認しましょう。 

 

◆ 導入しようとしているサービスは、それ自体の効果検証を行っていない場合でも、類

似したサービスによる効果を引用していることがあります。その有無を確認するように

しましょう。 

 

◆ 効果検証がこれから行われる場合であっても、文献、モデルや理論に基づいて開発さ
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れることがあります。開発者自身の経験やノウハウに基づいて開発されることもありま

す。  
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サービスの安全性などを確認しましょう 

 

7 サービスは安全なものかどうかを確認しましょう 

 

7-1. サービスの実施により、痛みや苦痛、健康に害を及ぼす可能性があることの説明が

ある（大小は問わない。） 

7-2. サービスの実施により予期せぬ有害事象が発生する可能性があることの説明があ

る（例、会社に監視されているといった不信感を与えて職場風土を損ねる） 

 

◆ サービスの実施により体内の恒常性を乱すことがあります。これを侵襲といいます。

（程度の大小は問いません。） 

 

◆ サービスの実施により予期しない有害事象が発生する場合があります。例えば、会社

に監視されているといった不信感を与えて職場風土を損ねるようなことがあるかもしれ

ません。このような事態に備えてリスクマネジメントをする必要があります。 

 

 

8 サービス導入後の個人情報の取り扱いが適切かどうかを確認しましょう 

 

8-1. 個人データの入手方法が提示されている 

8-2. 個人データの保管方法が提示されている（例、保管場所、保管期間、保管責任者な

ど） 

8-3. 個人データの使用方法が提示されている（例、閲覧や第三者への提供など） 

8-4. 個人データが、保健事業の目的の達成に必要な範囲内で加工して使用される可能性

があることが提示されている（例、健康診断の結果等をそのまま提供するのではな

く、所見の有無や検査結果を踏まえ、医師の意見として置き換えることなど 

8-5. 収集、保管、使用、加工した個人データを削除するなどして使えないようにするこ

とが提示されている 

 

◆ サービス導入後の個人データの入手方法、保管方法、使用方法を決めておくことが重

要です。決めた運用方法が可能かどうかを開発者に確認するようにしましょう。 

 

◆ サービス導入後の個人データが、保健事業の目的の達成に必要な範囲内で加工して

使用される可能性があることを提示しておくことが重要です。例えば、健康診断の結果
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等をそのまま提供するというより、所見の有無や検査結果を踏まえて、医師の意見とし

て置き換えることなどが挙げられます。 

 

◆ サービス導入後に収集したり加工したりされた個人データは、保管期間が過ぎると

削除するなどして使えないようにする必要があります。このことを提示しておくことが

重要です。 

 

 

9 倫理的配慮は適切かどうかを確認しましょう 

 

9-1. サービス利用は任意であり、その利用を中断できる機会も保証されている 

 

◆ サービス利用者がサービスの特徴（有効性や有害事象を含む）を理解して利用する必

要があります。 

 

◆ サービス利用はあくまでも任意であり、その利用を中断できる機会が保証されてい

ることも重要です。 
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その他（運用についての確認） 

 

10 予算や会社側の負担など、運用面について確認ができるものですか？ 

 

10-1. このサービスの見積りはとれている 

10-2. このサービスを利用するにあたっての会社側の負担内容を確認することができる

（対象者への周知や結果の集計などで大きな負担がかかることがある。） 

10-2-1. 保健事業のターゲットにこのサービスを周知するための説明資料が準備さ

れている。 

10-3. このサービスには試用期間を設けることができる（可能な場合、使用者の意見を

サービス改善に役立てることができる。） 

10-4．このサービスを提供している業者の社会的信頼を確認することができる。 

  

◆ ここにあげる項目は、効果のあるサービスを見極めることに直接的には関係しませ

ん。この項目で、業者の社会的信頼を確認するとともに、前項 1～9にあげたチェックリ

ストをぜひ確認するようにしましょう。 
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Ⅲ．チェックリストの使い方 

 

１．本チェックリストは、導入するサービスの有効性に気づくためのものです。 

 ◆ 提示されている取り組みを全て網羅する必要はありません。 

 

２．まずは、全項目すべてに目を通して下さい。 

◆ 保健事業のターゲット層に有効なサービスの特徴に目を向けましょう。 

◆ 保健事業を所管する部署だけでなく、経営者や複数の部署の意見もたずねてみまし

ょう。 

◆ 住民や社員などターゲット層が集まる機会に本チェックリストから得られた情報を

共有してみましょう。 

◆ サービス導入時だけでなく既存の保健事業にもチェックすることができます。 

◆ チェックを通して得られたデータや情報を活用するようにしましょう。 

◆ 会議だけでなくインフォーマルな機会でも情報交換を行うようにしましょう。 

 

３．次に、確認できるものからチェックして下さい。 

 ◆ 確認できないものについては、開発者に確認してみましょう。 

 

４．つづいて、チェックの結果から、サービス導入の可否を検討します。 

◆ サービスの有効性とともに利用しやすさにも注目することがポイントです。 

◆ 開発者に確認しても不明な項目がある場合は、それをふまえて導入の可否を検討す

ることになります。必ずしも全てが確認できなければ導入不可というわけではなく、そ

れを理解した上で運用することが大切です。 
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Ⅳ．チェックリスト 

 
安全で効果のある予防・健康づくりサービスって何？ 

予防・健康づくりサービス※の品質チェックリスト 

導入を検討している予防・健康づくりサービスについて№1～9 の項目をチェックしてみましょう。（№10 はオプション項目です。） 

※ ここでの「予防・健康づくりサービス」とは、法令に基づく特定保健指導やストレスチェックのようなものから、企業や保険者が加入者・従業員のリスクの

状況に合わせて行う事業（例、肥満対策や睡眠習慣改善、栄養指導など）があります。学術的理論をベースに開発されたもの、AI など最新のテクノロジーに

よるもの、優れた専門職によるカウンセリングやコーチングなどの人的サービス、スマートフォンや ICT を活用したものなどがあり、対象となる顧客層も組

織（保険者や企業）や個人をターゲットにしたものまであります。 

 

 

導入を検討するサービス名（又は概要）：        

 

チェック日：   年   月   日（  ） チェック者名：     

 

 

 

№ チェック項目 はい いいえ 
不明/ 

該当しない 

事業計画・事業目的と導入するサービスの整合性を確認しましょう 

1 サービス導入が保健事業の目的に合致しているかどうかを確認しましょう 
【すべて「はい」にチェックできれば OK】 

1-1. サービスの目的と保健事業の目的が合致している □ □ □ 

1-2. サービスの有効性を示す具体的な数値目標を設定できる（利用者数、成功率、利

用期間など） 
□ □ □ 

1-3. そのサービスを利用する対象者の特性とサービス開発時の有効性検証に参加し

た集団の特徴は完全に、もしくは部分的に一致している 
□ □ □ 

2 サービスの提供が中止された際の対応方法を検討しましょう  【「はい」にチェックできれば OK】 
2-1. サービスの提供が中止された際の対応についての説明がある（サービスの提供が

中止された際には、対象者への通知や、責任の範囲を明らかにするなど、様々な課題

や問題が発生する） 
□ □ □ 

サービスの品質を確認しましょう 

3 サービスの対象者は保健事業のターゲットと一致しているかどうかを確認しましょう 
【6-1，6-2 のいずれかが「はい」にチェックできれば OK】 

3-1. 特定の状態にある人や要件を満たす人を対象としたサービスである（例、腰痛の

ある人、40 歳以上、喫煙者、心筋梗塞の既往歴があるなど） 
□ □ □ 

3-2. 対象者の状態や要件を問わないサービスである □ □ □ 

4 サービスの提供が保証される期間を確認しましょう   【すべて「はい」にチェックできれば OK】 
4-1. サービスの提供が保証される期間が提示されている □ □ □ 
4-2. サービスのサポート体制や保証される期間が提示されている □ □ □ 

5 サービスを導入する目的（目指す成果）は明確かどうかを確認しましょう 
【8-1～8-4 のいずれかが「はい」にチェックできれば OK】 

5-1. 情報提供を目的とするサービスである □ □ □ 

5-2. 記録や管理を目的とするサービスである（例、食事や体重の記録や管理など） □ □ □ 

5-3. 健康状態の改善を目的とするサービスである（例、生活習慣の改善により心筋梗

塞の再発を予防するなど） 
□ □ □ 

5-4. 行動変容を促すサービスである（例、サービス利用者の行動変容、それの積み重 □ □ □ 
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ねによる組織の変容など） 

6 期待される効果を確認しましょう          【できる限り多く「はい」にチェックできれば OK】 
6-1. サービス開発時の検証・実証データを確認することができる □ □ □ 

6-1-1. サービス開発時の検証・実証データを査読付き学術論文で確認することがで

きる 
□ □ □ 

6-1-2. サービス開発時の検証・実証データは、疫学の認定専門家のアドバイスによ

り検証されたものであることを確認することができる 
□ □ □ 

6-2. サービスと類似したサービスによる効果を確認することができる □ □ □ 

6-3. サービスの効果は文献などにより確認することができる □ □ □ 

6-4. サービスはモデルや理論に基づいて開発されている □ □ □ 

6-5. サービスは経験・ノウハウに基づいて開発されている □ □ □ 

サービスの安全性などを確認しましょう 

7 サービスは安全なものかどうかを確認しましょう    【すべて「はい」にチェックできれば OK】 
7-1. サービスの実施により、痛みや苦痛、健康に害を及ぼす可能性があることの説明

がある（大小は問わない。） 
□ □ □ 

7-2. サービスの実施により予期せぬ有害事象が発生する可能性があることの説明が

ある（例、会社に監視されているといった不信感を与えて職場風土を損ねる） 
□ □ □ 

8 サービス導入後の個人情報の取り扱いが適切かどうかを確認しましょう 
 【すべて「はい」にチェックできれば OK】 

8-1. 個人データの入手方法が提示されている □ □ □ 

8-2. 個人データの保管方法が提示されている（例、保管場所、保管期間、保管責任者

など） 
□ □ □ 

8-3. 個人データの使用方法が提示されている（例、閲覧や第三者への提供など） □ □ □ 

8-4. 個人データが、保健事業の目的の達成に必要な範囲内で加工して使用される可能

性があることが提示されている（例、健康診断の結果等をそのまま提供するのではな

く、所見の有無や検査結果を踏まえ、医師の意見として置き換えることなど 

□ □ □ 

8-5. 収集、保管、使用、加工した個人データを削除するなどして使えないようにする

ことが提示されている 
□ □ □ 

9 倫理的配慮は適切かどうかを確認しましょう         【「はい」にチェックできれば OK】 
9-1. サービス利用は任意であり、その利用を中断できる機会も保証されている □ □ □ 

その他（運用についての確認） 

10 予算の妥当性や、運用に掛かる負担について確認しましょう 
【できる限り多く「はい」にチェックできれば OK】 

10-1. サービスの見積りはとれている □ □ □ 

10-2.サービスを利用するにあたっての会社側の負担内容を確認することができる

（対象者への周知や結果の集計などで大きな負担がかかることがある） 
□ □ □ 

10-2-1. 保健事業のターゲットにサービスを周知するための説明資料が準備され

ている。 
□ □ □ 

10-3. サービスには試用期間を設けることができる（可能な場合、使用者の意見をサ

ービス改善に役立てることができる） 
□ □ □ 

10-4．サービスを提供している業者の社会的信頼を確認することができる。 □ □ □ 

 

 

 

 


